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 日本経済は「不況の悪循環」というべき状況に陥っており、雇用不安の増大など現在の事態

に直接的責任のない一般市民の生活が脅かされている。この悪循環を早急に逆転させないと、

物価の大幅下落と負債の重圧増大が同時進行する恐慌状態に陥ってしまう危険がある。 

 この悪循環を断ち切っていくためには、積極的な財政出動と、消費主導の景気回復に不可欠

な家計負担の軽減が必要である。いま前向きの対応をとることにより、「2000年度には経済再

生」というシナリオを描くことが可能である。 

 また、現在の日本経済の苦境には、財政再建至上主義の下での硬直化した経済運営、バブル

崩壊後の不良債権問題解決の先送りといった、ここ10年間の制度改革や経済政策の失敗という

要因が大きい。マクロ経済の安定を支えるシステムを築いていくためには、情報開示や説明責

任を徹底することにより経済政策運営に対する国民の統治を強め、経済制度や政策の面で革新

的政策を打ち出していくことが必要である。 
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